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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

①当期の経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、円安による輸入原材料価格上昇に伴う企業収益への

圧迫ならびに消費税率引き上げに伴う個人消費マインドの弱さ等も見られましたが、円安・株

高の進行により、輸出関連企業を中心として業績の回復が見られ、総じて、緩やかな回復基調

が続きました。 

一方、海外では、米国においては緩やかながらも景気回復が継続しましたが、欧州において

は引続き景気は低調に推移し、中国ならびに新興国経済においては経済成長の減速もあり、依

然として不安定な状況が続きました。 

このような状況下、当社とその連結企業（以下「当社グループ」という。）の売上高は、円

安・タイバーツ高の恩恵も受け、前期比 12 億 5 百万円増加の 201 億 15 百万円を計上しました。

利益面においては、営業利益は国内での電力料金をはじめエネルギー関係費用の負担増加なら

びに減価償却費の負担増加の影響等を受け前期比10.9％減少の13億 58百万円に止まりました。

経常利益は受取配当金が前期比 1 億 69 百万円増加したこともあり、前期比 50 百万円増加の 21

億 52 百万円、当期純利益は前期比 70 百万円増加の 13 億 86 百万円となりました。 

セグメント別の業績は、次のとおりであります。 

当社グループの主要事業である鍛造事業は、鍛造品の主要マーケットである国内の自動車産

業においては、消費税率引き上げによる反動減ならびに海外生産の拡大による現地調達の進展

の続行や当社主力の大型部品の引き合いは依然として強くない厳しい状況が続きましたが、企

業収益の改善を背景に設備投資の回復や景況の改善により全体的には比較的堅調に推移しまし

た。建設機械産業においては、一部地域においては持ち直しの状況が見られましたが、引き続

き原油価格をはじめ各種資源価格の低迷により関係する建設機械の生産が低迷したことから関

連する鍛造部品の生産も低水準となりました。一方、海外子会社の市場であるタイ国の自動車

産業は、販売促進策が講じられ販売が急増した反動、更には政治の混迷や景気減速によって環

境悪化が続きました。以上から、売上高は前期比 7 億 43 百万円増加の 153 億 93 百万円、営業

利益は前期比 1 億 41 百万円減少の 10 億 1 百万円となりました。 

仮設機材の販売・リースを行う建機事業は、国内の総建設投資額がピークに比べ大きく落ち

込み、建設需要が低調に推移する中、一時的に浮揚した消費税率引き上げ前のマンション建設

需要の反動が見られましたが、首都圏での再開発事業やインフラの改修整備等の需要増加期待

から、仮設機材の受注は引続き堅調に推移し、売上高は前期比 4 億 33 百万円増加の 34 億 39

百万円、営業利益は前期比 33 百万円増加の 5 億 70 百万円となりました。 

金属製パレットの製造販売を中心とした物流事業は、非自動車部門も含め新たな顧客開拓を

展開していますが、主要顧客である自動車会社における海外生産の進行等の影響を受け、前期

に引続き低位で推移し、売上高は、前期比ほぼ横這いの 11 億 41 百万円、営業利益は前期比 12

百万円減少の 51 百万円に止まりました。 

不動産事業の売上高は、主要ビルのテナントの退去とその後の改修計画着手で新規募集を控

えたこともあり、前期比 22 百万円減少の 1 億 40 百万円となりました。 

②次期の見通し

平成 28 年３月期の見通しについては、当社グループの主要事業である鍛造事業は、自動車・

商用車関係の売上は横這い、また、原油をはじめ各種資源価格の低迷による大型建設機械向け

が引続き低調に推移するものと見られます。更に、海外子会社の市場であるタイ国において引

続き停滞感が見られることから、総じて厳しい環境が続くことが見込まれます。また、仮設機

材を取扱う建機事業では首都圏での再開発事業やインフラの改修整備等から、仮設機材の需要

は堅調に推移すると見られるものの、一方で、建設関連職人の人手不足問題や人件費の高騰に

よる建設工事の停滞も想定されます。損益面につきましては、営業利益では、エネルギー費の

高止まり等、各種の不安材料も依然多く残されていますが、一部設備投資の加速償却の終了、
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会計方針の変更（製造工程で発生する作業屑の売却益を、営業外収益から売上原価の戻しに変

更）により、増加が見込まれます。経常利益・当期利益は、当期に受取りました大口の配当金

が無くなることと、建機事業の機材センター移転に伴う費用を特別損失に計上予定もあり、今

期に比べ減少を見込んでおります。 

こうした状況下、当社グループとしましては、経営体質の強化、業績の向上に努めてまいる

所存であります。 

なお、平成 28 年３月期の連結業績見通しは以下のとおりであります。 

売上高は、19,500 百万円、営業利益 1,900 百万円、経常利益 2,050 百万円、当期純利益 1,250

百万円を見込んでおります。 

（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況

（イ）資産 

流動資産は、前連結会計年度末に比べて、13.6％増加し、206 億 45 百万円となりました。

これは、主として現金及び預金が 19 億 19 百万円、電子記録債権が 3 億 73 百万円増加した

ことなどによります。 

固定資産は、前連結会計年度末に比べて、9.0％増加し、164 億 54 百万円となりました。

これは、主として有形固定資産が 3 億 58 百万円、投資有価証券が 10 億 23 百万円増加した

ことなどによります。 

以上から、総資産は、前連結会計年度末に比べ 11.5％増加し、370 億 99 百万円となりま

した。 

  （ロ）負債 

流動負債は、前連結会計年度末に比べて、14.7％増加し、69 億 46 百万円となりました。

これは、主として支払手形及び買掛金が 3 億 29 百万円、電子記録債務が 6 億 51 百万円増加

したことなどによります。 

固定負債は、前連結会計年度末に比べて、25.6％増加し、12 億 72 百万円となりました。

これは、主として有価証券の時価上昇等により投資有価証券が 10 億 23 百万円増加したこと

により繰延税金負債が 2 億 86 百万円増加したことなどによります。 

（ハ）純資産 

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ 10.2％増加し、288 億 80 百万円となりました。

これは、主として 13 億 86 百万円の当期純利益を計上したことにより利益剰余金が 10 億 72

百万円増加したことと有価証券の時価の上昇ならびに円安効果によりその他の包括利益累

計額合計が 15 億 82 百万円増加したことなどによります。 

②キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度

末に比べ 19 億 19 百万円増加し、109 億 52 百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

（イ）営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動による資金は、32 億 33 百万円の増加となりました。これは主に税金等調整前当

期純利益 19 億 40 百万円や減価償却費 10 億 28 百万円によるものであります。 

（ロ）投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動による資金は、12 億 90 百万円の減少となりました。これは、設備投資等の有形

固定資産の取得によるものであります。 

㈱シンニッタン（6319）平成27年３月期 決算短信

3



（ハ）財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動による資金は、3 億 16 百万円の減少となりました。これは、配当金 3 億 13 百万

円支払ったことによるものであります。 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

平成 23 年 3 月期 平成 24 年 3 月期 平成 25 年 3 月期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期

自己資本比率（％） ６８．０ ６６．６ ７８．６ ７８．４ ７７．４

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率

(％) 
２９．７ ４０．４ ３５．６ ３０．７ ３９．７

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

＊いずれも連結ベースの財務数値より計算しています。 

＊株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

 ＊キャッシュ・フロー対有利子負債比率ならびにインタレストカバレッジレシオは、実質借入ゼ

ロにて省略しています。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、現在の株主の皆様への配当を充実するとともに、収益力ならびに内部留保の状況

等を勘案し、安定的かつ継続的に行うことを基本とし、配当政策として業績連動の観点も加

え、連結配当性向３０％を目指しております。 

平成26年度期末配当につきましては、平成27年2月12日に公表しましたとおり、1株につき

14円（通期14円、前期比＋2円）とさせていただく案を本年６月の定時株主総会に御提案させ

て頂く予定であります。 

次期の配当金につきましては、当社の利益配分に関する基本方針に基づいて、現時点での

業績予想も勘案し、今期と同水準の1株につき14円を予定しております。 

（４）事業等のリスク 

当社グループの事業等のリスクとして、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

①為替レートの変動による要因

当社グループの事業には、アジア地域等における製品の生産及び販売が含まれています。

各地域における収益・費用・資産等において、現地通貨で計上している項目は、連結財務諸

表の作成のため円換算されています。 

換算時の為替レートの変動は、当社グループの業績及び財務状況に影響を及ぼす可能性が

あります。 

②海外進出に対する要因

物流部門の生産拠点につきましては、当社グループの合理化対策の一貫として中国へシフ

トをすすめておりますが政治・経済状況の変化、或いは法規・税制環境の変化による社会的

混乱で事業の遂行に問題が生じる可能性もあります。これらの事象は、業績と財務状況に影

響を与える可能性があります。 
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２.企業集団の状況

　当社及び当社の関係会社は、当社及び当社の連結子会社８社で構成され、自動車・建設機械部品の鍛造品、並びに建設・土木工事

用の建設用機材及び物流機器の製造販売、ビル賃貸業務、さらに保険代理業務等のその他の事業活動を行っております。

　なお、次の４部門は次のとおりであり、セグメント情報の区分と同一であります。

鍛造事業

　自動車・建設機械部品……当社が鍛造品の製造･販売するほか､子会社つくば工機株式会社は､当社より鍛工品の機械加工を受託し

ております。子会社中部鍛工株式会社は、鍛造品の製造・販売及び、鍛工品の機械加工を行っております。子会社であるサイアム・

メタル・テクノロジー社は、タイ国で自動車部品の鍛造品の製造・販売を営んでおります。

建機事業

　建設・土木工事用の建設用機材……当社が販売及びリースを行い､子会社株式会社エヌケーケーは､当社に建設用機材を製造・販売

しております。

物流事業

　物流機器……当社が販売を行い、子会社株式会社エヌケーケー及び上海日鍛金属有限公司は、当社に物流機器を製造・販売してお

ります。

不動産事業

　子会社株式会社エスエヌティビルは､ビル賃貸・管理業務を行っております。

その他

　子会社シーエスエヌ株式会社は､当社の関係会社と金融業務を行い､子会社株式会社ジェイ・エム・ティは、これらの会社の保険代

理業務、補助作業の受託その他業務を営んでおります。

事業の系統図は次のとおりであります。

製
品

製
品

製
品

ビ
ル
賃
貸

製
品

機
械
加
工

製
品

製
品

製
品

金
融
業
務

補
助
作
業

の
受
託

ビ
ル
賃
貸

連結子会社
（鍛造事業）
ｻｲｱﾑ･ﾒﾀﾙ･
ﾃｸﾉﾛｼﾞ-社

中部鍛工㈱ つくば工機㈱ ㈱エヌケーケー
 上海日鍛金属
 （物流事業）

ｼｰｴｽｴﾇ㈱ ㈱ｼﾞｪｲ・ｴﾑ・ﾃｨ
   有限公司

得　　　　　意　　　　　先

連結子会社 連結子会社 連結子会社   連結子会社 連結子会社 連結子会社 連結子会社

㈱ｴｽｴﾇﾃｨﾋﾞﾙ

　　　　　　　そ　の　他

当　　　　　　　　　　社

（不動産事業）

鍛造事業   建機事業     物流事業

（鍛造事業） （鍛造事業） （建機事業、物流事業）
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３．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

 当社は経営理念として「常にあふれる情熱をもって、新しい価値を創造することにより、

社会に貢献する」を不変の理念として掲げ、全社員の意識の共有化をはかっております。

グローバル化の進展をはじめとした激動する環境の変化、技術開発のスピード化等に機敏

に対応、常に挑戦していきます。 

当社の経営方針としては 

① 人的資源の充実のため、能力開発の研修強化をすすめ、自己責任、目標管理を強化し、

その成果を適切に評価していく体制をおし進めてまいります。

② 経営全般にわたり、品質、納期、コストと言う製造業の原点に立脚した意識改善の徹

底を図ってまいります。

③ メーカーとして顧客ニーズを先取りし、技術開発、商品開発等の開発に注力してまい

ります。

④ 海外拠点の強化や役割を明確化し、グループ一体となって海外展開の充実を図ってま

いります。

⑤ 財務体質面は、不急不要の資産の圧縮、不良資産の排除等健全で効率のよい財務運営

を図ってまいります。

（２）目標とする経営指標 

 投資環境の変化により目標値は変動するものの、連結ＲＯＥ５％以上の確保は一般的企

業の必達水準と考えており一応の目標としております。ただし、景気動向、金融市況によ

り満足しうるＲＯＥも変化しますので、大きく状況が変わる場合には見直しを実施いたし

ます。 

（３）中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題 

顧客や市場のグローバル化の進展に合わせた当社の存立基盤を確保するため、 

① 事業分野の見直し

② 設備の最適配置

③ 製品開発と選別

④ 販売力の強化

等を行う一方、人材・技術・設備に緩みのない現場力を強化するため製造基盤の整備を

進めていきます。 

具体的な取り組みとしては 

・人材・組織面 ⅰ 人材育成（能力開発・教育体系・多能化等） 

ⅱ 人材確保・獲保 

ⅲ 風通しの良い組織 

ⅳ 誇りを持ち安心して働ける職場 

ⅴ コミュニケーションの強化  

・技術・ﾉｳﾊｳ面  ⅰ グループ・協力会社も含めた技術・技能の整備・継承 

ⅱ 難易度の高い形状に対応できる鍛造技術 

ⅲ 差別化製品を可能とする鍛造技術 

ⅳ 金型・鍛造・加工他当社保有技術の転用 
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・設備面 ⅰ 設備の新設・売却・廃却 

ⅱ グループ内設備の調整（集約・統合他） 

ⅲ 修理・修繕のノウハウの蓄積 

ⅳ 軽量化への対応（素材＆加工） 

などを実施していきます。 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当

面は、日本基準で連結財務諸表を作成する方針であります。 

 なお、ＩＦＲＳの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応してい

く方針であります。 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

　（継続企業の前提に関する注記）

 　　該当事項はありません。　　　
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(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数８社 

中部鍛工㈱、サイアム・メタル・テクノロジー社、㈱エスエヌティビル、つくば工機㈱、シーエ 

スエヌ㈱、㈱ジェイ・エム・ティ、㈱エヌケーケー、上海日鍛金属有限公司 

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

２. 持分法の適用に関する事項

(1) 持分法を適用する会社数 

(2) 持分法を適用しない会社 

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、次のとおりであります。

会社名 決算日

サイアム・メタル・テクノロジー社 12月31日

上海日鍛金属有限公司 12月31日

連結子会社の決算日現在の財務諸表を使用しております。 

なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調整を行っております。 

４. 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原 

 価は主として移動平均法により算定しております。) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産 

評価基準 

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

評価方法 

原材料・金型は個別法、製品（賃貸機器を除く）・半製品・仕掛品・貯蔵品は移動平均法、 

賃貸機器は総平均法による原価から定額法による減耗費を控除した額。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は、定率法（ただし、賃貸用建物及び平成 10 年４月１日以降取得した 

建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し、在外連結子会社は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物      ３～50 年 

機械装置及び運搬具  ４～10 年 

㈱シンニッタン（6319）平成27年３月期 決算短信

16



② リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年度の 

負担額を計上しております。 

③ 役員退職慰労引当金

当社の役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

(4) 退職給付に係る会計処理の方法 

当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末 

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15 年による均等額を費用処理しております。 

(5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少 

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等は税抜方式を採用しております。 

（表示方法の変更）  

（連結貸借対照表関係） 

 前連結会計年度において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に含めていた「電子記録債権」は、

金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変

更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形及び売掛金」に表

示していた 160,482 千円は、「電子記録債権」として組み替えております。 
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(連結貸借対照表関係) 

※１  担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

その他（流動資産） 30,751千円 34,967千円 

  工場財団 

建物及び構築物 103,866 99,473 

機械装置 472,035 388,502 

土地 56,986 56,986 

合計 663,640 579,929 

上記に対応する債務 

前連結会計年度 
(平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

短期借入金  600,000千円   589,000千円 

その他（流動負債） 26,401 34,209 

長期借入金 ― 11,000 

合計 626,401 634,209 

 (連結損益及び包括利益計算書関係) 

※１  販売費及び一般管理費の主要な費用及び金額は次のとおりであります。 

前連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
 至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
 至  平成27年３月31日) 

役員報酬 75,223千円 85,654千円 

従業員給料 248,257 269,025 

減価償却費 42,013 49,013 

賞与引当金繰入額 9,878 12,000 

退職給付費用 10,619 4,604 

役員退職慰労引当金繰入額 11,286 11,860 

運送費 243,777 281,691 

※２ (前連結会計年度) 

固定資産売却益は、建物売却益 2,907 千円及び土地売却益 1,012 千円であります。 

(当連結会計年度) 

固定資産売却益は、土地売却益 336 千円であります。 

※３ (前連結会計年度) 

固定資産処分損は、機械装置除却損 2,387 千円及び工具器具備品除却損 223,766 千円であります。 

(当連結会計年度) 

固定資産処分損は、建物除却損 253 千円、機械装置除却損 620 千円、車両運搬具除却損 69 千円及 

び工具器具備品除却損 216,568 千円であります。 
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※４ その他の包括利益に係る税効果額 

前連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

その他有価証券評価差額金 

 当期発生額 658,569千円 1,012,359千円 

    税効果調整前 658,569 1,012,359 

    税効果額 △233,133 △280,253 

   その他有価証券評価差額金 425,435 732,105 

為替換算調整勘定 

  当期発生額 770,942 821,866 

退職給付に係る調整累計額 

 当期発生額 ― 69,458 

    税効果調整前 ― 69,458 

    税効果額 ― △24,569 

 退職給付に係る調整累計額 ― 44,889 

その他の包括利益合計 1,196,377 1,598,860 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自  平成 25 年４月１日  至  平成 26 年３月 31 日） 

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 28,998,691 ― ― 28,998,691

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 2,875,218 170 ― 2,875,388

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 170 株 

３. 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４. 配当に関する事項

  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成25年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 313,481 12円00銭 平成25年３月31日 平成25年６月28日

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 313,479 12円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月30日
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当連結会計年度(自  平成 26 年４月１日  至  平成 27 年３月 31 日） 

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 28,998,691 ― ― 28,998,691

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 2,875,388 168 ― 2,875,556

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 168 株 

３. 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４. 配当に関する事項

  (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成26年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 313,479 12円00銭 平成26年３月31日 平成26年６月30日

  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議予定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円） 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 

平成27年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 365,723 14円00銭 平成27年３月31日 平成27年６月29日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

前連結会計年度 
(自  平成25年４月１日 
 至  平成26年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  平成26年４月１日 
 至  平成27年３月31日) 

現金及び預金勘定 9,032,349千円 10,952,051千円 

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 ― ― 

現金及び現金同等物 9,032,349 10,952,051 
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   （セグメント情報）

１．報告セグメントの概要

　　　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分の

　　決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　　　当社は、製造方法を勘案し、「鍛造事業部」「建機事業部」「物流事業部」の３事業部を設置し、各事業部では、国内及

　　び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。また、資産運用の一環として子会社にて不動産賃貸事業を

　　行っていることから、同時に報告対象のセグメントとしております。

　　　なお、

　　　「鍛造事業」は、自動車部品、建設機械部品等の製造販売をしております。

　　　「建機事業」は、建設用機材の製造販売（建設用機材のリースを含む）をしております。

　　　「物流事業」は、物流機器の製造販売をしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　　　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における記載

　　と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日） （単位：千円）

当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日） （単位：千円）

89,985

3,023,961

計

セグメント利益 1,143,583

15,045,886

63,804

549,897

　有形固定資産及び

　無形固定資産の増加額

　外部顧客への売上高

　セグメント間の内部売上高

　又は振替高

売上高

セグメント資産

14,649,533

－

14,649,533

その他の項目

　減価償却費 828,339

1,180,182

建機事業

3,006,504

－

3,006,504

537,345

2,998,477

23,888

29,868

鍛造事業

18,910,098

－

18,910,098

物流事業

1,090,661

－

1,090,661

10,564

7,539

合計

879,421

1,220,830

不動産事業

163,398

－

163,398

合計

15,393,188 3,439,895 1,141,838 140,760

1,834,719

21,618,223

物流事業 不動産事業

16,628

3,240

20,115,682

鍛造事業 建機事業

計 15,393,188 3,439,895

－

20,115,682

売上高

　外部顧客への売上高

　セグメント間の内部売上高
－ －

　又は振替高

67,503

－

1,141,838 140,760

1,691,040

－

セグメント利益 1,001,638

セグメント資産 16,896,122 2,868,421 714,303

51,072570,825

その他の項目

　減価償却費 945,799 30,857

3,015,195 23,494,042

11,273 16,577 1,004,507

　有形固定資産及び
1,204,113 36,605 － － 1,240,719

　無形固定資産の増加額
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４．報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）

報告セグメント計

全社費用（注）

連結財務諸表の営業利益

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

報告セグメント計

全社資産（注）

連結財務諸表の資産合計

（注）全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない管理部門に係る資産であります。

（注）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額は、全社資産の設備投資額であります。

1,251,633

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

連結財務諸表計上額

前連結 当連結

会計年度

37,099,916

1,028,597

会計年度 会計年度

1,220,830 1,240,719 2,352 10,914

1,834,719 1,691,040

調整額（注）

減価償却費 902,891

会計年度

前連結

879,421

その他の項目
報告セグメント計

21,618,223 23,494,042

11,648,146 13,605,873

1,524,431 1,358,287

無形固定資産の増加額

当連結会計年度

△ 310,287 △ 332,752

資産 前連結会計年度

33,266,370

有形固定資産及び

会計年度

当連結会計年度

当連結 前連結 当連結

会計年度

1,004,507 23,469 24,089

1,223,182

利益 前連結会計年度
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（リース取引関係）

　　 　　主として、子会社中部鍛工㈱のホストコンピュータ（工具、器具及び備品）であります。

　　 　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年以内

１年超

合計

（関連当事者情報）

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日  至　平成27年３月31日)

    該当事項はありません。

（平成27年３月31日）

当連結会計年度前連結会計年度

（平成26年３月31日）

222,507457,014

261,979千円

195,034

213,446千円

9,061

１．ファイナンス・リース取引

（借主側）

（借主側）

　　② リース資産の減価償却の方法

２．オペレーティング・リース取引

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

　　① リース資産の内容

　 　　有形固定資産
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（税効果会計関係）

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

賞与引当金 33,764 千円 35,293 千円

工具（金型）減価償却費 405 千円 110 千円

未払事業税 26,091 千円 17,039 千円

会員権評価損 7,483 千円 6,785 千円

貸倒引当金 773,045 千円 694,624 千円

退職給付に係る負債 166,072 千円 142,888 千円

役員退職慰労引当金 37,039 千円 37,393 千円

連結会社内部利益消去 2,600 千円 2,023 千円

減価償却費 5,663 千円 5,002 千円

仕掛品評価損 18,219 千円 12,175 千円

棚卸資産廃棄損 － 千円 15,370 千円

繰越欠損金 101,397 千円 102,330 千円

その他 8,338 千円 3,848 千円

　繰延税金資産小計 1,180,122 千円 1,074,886 千円

　評価性引当額 △ 927,391 千円 △ 855,678 千円

　繰延税金資産合計 252,731 千円 219,208 千円

　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 479,652 千円 △ 759,906 千円

　繰延税金負債合計 △ 479,652 千円 △ 759,906 千円

　繰延税金資産（負債）の純額 △ 226,920 千円 △ 540,697 千円

(注)　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産（負債）の純額は、連結貸借対照表の以下の項目

 　　に含まれております。

流動資産ー繰延税金資産 79,197 千円 77,292 千円

固定資産ー繰延税金資産 32,493 千円 7,478 千円

固定負債ー繰延税金負債 △ 338,611 千円 △ 625,469 千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

　なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 37.8 ％ 35.4 ％

（調整）

　欠損金子会社の未認識税務利益 △ 0.5 ％ △ 0.3 ％

　海外子会社の税率差異 △ 7.6 ％ △ 7.0 ％

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 ％ 0.2 ％

　住民税均等割等 0.6 ％ 0.6 ％

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 9.0 ％ △ 5.1 ％

　外国子会社受取配当等源泉税 2.2 ％ 1.2 ％

　子会社からの受取配当金 8.9 ％ 4.7 ％

  評価性引当額の増減 0.2 ％ 0.2 ％

　震災特例法に基づく税額控除 △ 2.7 ％ △ 2.8 ％

　その他 △ 0.2 ％ 0.7 ％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.9 ％ 27.8 ％

（平成27年３月31日）

　　　　    前連結会計年度 　　　　    当連結会計年度

（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

（平成26年３月31日）

　　　　    当連結会計年度

（平成27年３月31日）

　　　　    前連結会計年度 　　　　    当連結会計年度

　　　　    前連結会計年度

（平成26年３月31日）
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（金融商品関係）

　　決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。

（有価証券関係）

　前連結会計年度

　　１．その他有価証券で時価のあるもの（平成26年３月31日）

　　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　当連結会計年度

　　１．その他有価証券で時価のあるもの（平成27年３月31日）

　　２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

（デリバティブ取引関係）

　　当社グループは、前連結会計年度及び当連結会計年度のいずれにおいてもデリバティブ取引を全く利用

　していないので、該当事項はありません。

2,385,358 1,354,950

－ － －

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

小計 4,327,314

株式

合計 3,740,309

184,285

 差額（千円）

1,403,139

34

△ 46,908

合計 4,813,665 2,446,356 2,367,309

322その他

種類

3,101,025

50,034

334,983

1,403,173

連結貸借対照表

計上額（千円）
 取得原価（千円）

1,747,886

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小計 637,472

その他

株式

小計 3,151,060

△ 1,315

△ 48,223

1,697,886

381,891

255,580

その他 50,000

254,265

589,249

株式

 差額（千円）種類
連結貸借対照表

 取得原価（千円）
計上額（千円）

207,599

2,394,2221,933,091

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 4,316,692 1,922,791

10,300

2,393,900

10,622

486,351 513,264 △ 26,913

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小計

△ 23,313

その他 302,065 305,665 △ 3,599

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

－ － －
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（退職給付関係）

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　確定給付制度に係る注記

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付型の退職一時金制度を設けております。

　　また、一部連結子会社は、確定給付型の退職一時金制度又は確定給付型の企業年金制度を設

　けております。

　　なお、当社および連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．確定給付制度

 (1)簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

　　　退職給付に係る負債の期首残高 470,497千円

　　　退職給付費用 32,946千円

　　　退職給付の支払額 △28,241千円

　　　制度への拠出額 △6,071千円

　　　退職給付に係る負債の期末残高 469,132千円

 (2)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び

　　退職給付に係る資産の調整表

　　　積立型制度の退職給付債務 81,875千円

　　　年金資産 △65,478千円

16,396千円

　　　非積立型制度の退職給付債務 452,735千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 469,132千円

　　　退職給付に係る負債 469,132千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 469,132千円

 (3)退職給付費用

　　　簡便法で計算した退職給付費用 32,946千円
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　複数事業主制度に係る注記

１．採用している退職給付制度の概要

　　　当社は、総合設立の厚生年金基金制度（加入人員割合に基づく厚生年金基金の年金資産の

　　の額523,694千円）を設けております。

２．要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業主制度に関する事項

　　　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、

 　 39,505千円であります。

(1)制度全体の積立状況に関する事項（平成25年３月31日現在）

　 　　　　年金資産の額 10,936,695千円

　　　　　 年金財政計算上の給付債務の額 15,772,580千円

　　　　 　差引額 △4,835,885千円

(2)制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成25年３月31日現在）

4.24%

(3)補足説明

　　　　　 上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高3,414,206千円

　 であります。本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年元利均等償却であり、
　　　 　当社は、当期の連結財務諸表上、特別掛金18,104千円を費用処理しております。

　　　　　 なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いたしません。
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　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　確定給付制度に係る注記

１．採用している退職給付制度の概要

　　当社は、確定給付型の退職一時金制度を設けております。

　　また、一部連結子会社は、確定給付型の退職一時金制度又は確定給付型の企業年金制度を設

　けております。

　　なお、当社および連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

２．確定給付制度

 (1)簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

　　　退職給付に係る負債の期首残高 469,132千円

　　　退職給付費用 57,879千円

　　　退職給付の支払額 △76,477千円

　　　制度への拠出額 △6,161千円

　　　退職給付に係る負債の期末残高 444,373千円

 (2)退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び

　　退職給付に係る資産の調整表

　　　積立型制度の退職給付債務 85,786千円

　　　年金資産 △73,194千円

12,592千円

　　　非積立型制度の退職給付債務 431,781千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 444,373千円

　　　退職給付に係る負債 444,373千円

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 444,373千円

 (3)退職給付費用

　　　簡便法で計算した退職給付費用 57,879千円

　複数事業主制度に係る注記

　　厚生年金基金の解散に伴い、総合設立の厚生年金基金制度は終了致しました。
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（ストック・オプション等関係）

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　該当事項はありません。

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日  至　平成27年３月31日)

    該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　　該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

　前連結会計年度（平成26年３月31日)

    該当事項はありません。

　当連結会計年度（平成27年３月31日)

    該当事項はありません。
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（賃貸等不動産関係）

　前連結会計年度（自　平成25年４月１日　至　平成26年３月31日）

　　子会社株式会社エスエヌティビルは、東京都において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を

　有しております。平成26年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は96百万円（賃貸収

　益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日に

　おける時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

（単位：千円）

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,957,298 △ 14,101 2,943,197 2,066,569

注１.  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　２.　主な変動

　　 　　減少は減価償却費の計上によるものであります。

３.　時価の算定方法

　　　 　主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

　当連結会計年度（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）

　　子会社株式会社エスエヌティビルは、東京都において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を

　有しております。平成27年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は72百万円（賃貸収

　益は売上高に、主な賃貸費用は売上原価に計上）であります。

　　賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日に

　おける時価及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

（単位：千円）

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

2,943,197 △ 13,975 2,929,221 2,157,758

注１.  連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

　２.　主な変動

　　 　　減少は減価償却費の計上によるものであります。

３.　時価の算定方法

　　　 　主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額であります。

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価

連結貸借対照表計上額
連結決算日における時価
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前連結会計年度 当連結会計年度

（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

998円17銭 1,099円82銭

26,199,727 28,880,946

26,075,496 28,730,859

　差額の主な内容（千円）

　　少数株主持分
28,998 28,998

2,875 2,875

　１株当たり純資産額の算定に用い

　られた普通株式の数（千株）

前連結会計年度 当連結会計年度

 （自 平成25年４月１日  （自 平成26年４月１日

　 至 平成26年３月31日） 　 至 平成27年３月31日）

50円38銭 53円7銭

1,316,207 1,386,318

― ―

1,316,207 1,386,318

26,123 26,123

（注）「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式がないため記載

　  　しておりません。

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

１株当たり純資産額
（算定上の基礎）

項目

124,230 150,086

26,123 26,123

　純資産の部の合計額（千円）

　普通株式に係る純資産額（千円）

　普通株式の発行済株式数（千株）

　普通株式の自己株式数（千株）

　普通株式の期中平均株式数（千株）

 普通株主に帰属しない金額（千円）

　普通株式に係る当期純利益（千円）

項目

１株当たり当期純利益金額
（算定上の基礎）

　当期純利益（千円）
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

　（継続企業の前提に関する注記）

　　　該当事項はありません。　　　
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(重要な会計方針) 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式 

移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動 

平均法により算定しております。) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準 

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法） 

評価方法 

原材料・金型は個別法、製品（賃貸機器を除く）・半製品・仕掛品・貯蔵品は移動平均法、賃

貸機器は総平均法による原価から定額法による減耗費を控除した額。 

３. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 

定率法(ただし、賃貸用建物及び平成 10 年４月１日以降取得した建物(附属設備を除く)は定額法) 

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物     ７～50 年 

機械及び装置 ５～10 年 

(2) 長期前払費用 

経過期間に対応する金額を償却しております。 

４. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等 

特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上 

しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して 

おります。 

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債 

務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

なお、会計基準変更時差異については、15 年による均等額を費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当事業年度末要支給額を計上しております。 

５. その他財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

(2) 退職給付に係る会計処理 

退職給付に係る会計基準変更時差異の未処理額の会計処理の方法は、連結財務諸表における会計 

処理の方法と異なっております。 
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(表示方法の変更) 

(貸借対照表関係) 

 前事業年度において、「流動資産」の「受取手形」に含めていた「電子記録債権」は、金額的重要性

が増したため、当事業年度より独立掲記することとしております。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

 この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」の「受取手形」に表示していた 141,353

千円は、「電子記録債権」として組み替えております。 
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(貸借対照表関係) 

※１  関係会社に係る注記 

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関係会社に対するものは次のとおりであります。 

前事業年度 
(平成26年３月31日) 

当事業年度 
(平成27年３月31日) 

破産更生債権等 2,937,542千円 2,887,542千円 

支払手形 541,682 249,786 

電子記録債務 312,639 650,555 

買掛金 288,077 435,111 

(損益計算書関係) 

※１  「他勘定振替高」は、次のとおりであります。 

(前事業年度) 

返品による再加工分製造原価を仕掛品勘定へ 425 千円。 

(当事業年度) 

返品による再加工分製造原価を仕掛品勘定へ 645 千円。 

※２  関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

前事業年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

仕入高 2,535,327千円 2,948,350千円 

受取利息 46,788 45,417 

受取配当金 444,434 256,535 

※３  販売費及び一般管理費 841,568 千円の内販売費に属する費用のおおよその割合は 60.0％であり、 

一般管理費に属する費用のおおよその割合は 40.0％であります。主要な費目及び金額は次のとおり 

であります。 

前事業年度 
(自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自  平成26年４月１日 
至  平成27年３月31日) 

役員報酬 53,586千円 56,464千円 

従業員給料 137,244 147,771 

賞与引当金繰入額 9,575 11,708 

退職給付費用 10,619 4,604 

役員退職慰労引当金繰入額 11,286 11,860 

貸倒引当金繰入額 4,212 126 

業務委託費 98,102 89,216 

減価償却費 34,961 35,137 

運送費 152,565 187,100 

※４  (前事業年度) 

固定資産処分損は、機械及び装置除却損 360 千円であります。 

  (当事業年度) 

固定資産処分損は、建物除却損 253 千円、機械及び装置除却損 177 千円及び車両運搬具除却損 69    

 千円であります。 
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自  平成 25 年４月１日  至  平成 26 年３月 31 日） 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 2,875,218 170 ― 2,875,388

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 170 株 

当事業年度(自  平成 26 年４月１日  至  平成 27 年３月 31 日） 

 自己株式に関する事項 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 2,875,388 168 ― 2,875,556

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 168 株 
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（リース取引関係）

　　前事業年度及び当事業年度のいずれにおいても該当事項はありません。 　

（有価証券関係）

  前事業年度（平成26年３月31日）

　　子会社株式で時価のあるものはありません。

　　（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式

　　　　上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが 

極めて困難と認められるものであります。

  当事業年度（平成27年３月31日）

　　子会社株式で時価のあるものはありません。

　　（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式

　　　　上記については、市場価格がありません。したがって、時価を把握することが 

極めて困難と認められるものであります。

区分

　子会社株式

（単位：千円）

貸借対照表計上額

2,676,874

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

　子会社株式 2,676,874

㈱シンニッタン（6319）平成27年３月期 決算短信

45



（税効果会計関係）

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

賞与引当金 15,321 千円 18,387 千円

工具（金型）減価償却費 405 千円 110 千円

未払事業税 21,104 千円 16,054 千円

会員権評価損 1,197 千円 1,085 千円

貸倒引当金 725,652 千円 648,857 千円

退職給付引当金 129,964 千円 130,848 千円

役員退職慰労引当金 37,039 千円 37,393 千円

減価償却費 2,995 千円 2,890 千円

仕掛品評価損 9,019 千円 7,968 千円

関係会社株式評価損 16,724 千円 15,165 千円

棚卸資産廃棄損 － 千円 15,370 千円

その他 4,275 千円 － 千円

　繰延税金資産小計 963,700 千円 894,133 千円

　評価性引当額 △ 770,123 千円 △ 699,522 千円

　繰延税金資産合計 193,577 千円 194,611 千円

　繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 478,991 千円 △ 759,208 千円

　繰延税金負債合計 △ 478,991 千円 △ 759,208 千円

　繰延税金資産（負債）の純額 △ 285,413 千円 △ 564,596 千円

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

 なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 37.8 ％ 35.4 ％

（調整）

　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 ％ 0.2 ％

　住民税均等割等 0.8 ％ 0.9 ％

  受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 14.1 ％ △ 8.8 ％

　外国子会社受取配当等源泉税 3.4 ％ 2.0 ％

  評価性引当額の増減 △ 0.2 ％ 0.1 ％

　震災特例法に基づく税額控除 △ 4.1 ％ △ 4.7 ％

　その他 0.2 ％ 1.6 ％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.0 ％ 26.7 ％

　　  　 当事業年度　　  　 前事業年度

（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

　　　 　     当事業年度

（平成27年３月31日）

　　　 　     前事業年度

（平成26年３月31日）
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（１株当たり情報）

　１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり当期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

前事業年度 当事業年度

（平成26年３月31日） （平成27年３月31日）

777円87銭 825円46銭

20,320,437 21,563,648

20,320,437 21,563,648

　差額の主な内容（千円） ― ―

28,998 28,998

2,875 2,875

　１株当たり純資産額の算定に用い

　られた普通株式の数（千株）

前事業年度 当事業年度

 （自 平成25年４月１日  （自 平成26年４月１日

　 至 平成26年３月31日） 　 至 平成27年３月31日）

35円44銭 31円58銭

925,938 824,945

― ―

925,938 824,945

26,123 26,123

（注）「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式がないため記載

　　　しておりません。

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

　当期純利益（千円）

　普通株式の発行済株式数（千株）

　普通株式の自己株式数（千株）

26,123 26,123

　普通株式の期中平均株式数（千株）

 普通株主に帰属しない金額（千円）

　普通株式に係る当期純利益（千円）

項目

１株当たり当期純利益金額
（算定上の基礎）

１株当たり純資産額
（算定上の基礎）

項目

　純資産の部の合計額（千円）

　普通株式に係る純資産額（千円）
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７．その他

（１）部門別売上高 　

    　　　　期別

（自 平成25年４月１日 （自 平成26年４月１日

　至 平成26年３月31日） 　至 平成27年３月31日）

部門別 売上高(千円) 構成率(%) 売上高(千円) 構成率(%)

鍛造事業部門

　自動車部品 2,880,986 35.5 3,051,490 33.9 5.9

　建設機械部品 1,220,397 15.0 1,366,355 15.2 12.0

小計 4,101,383 50.5 4,417,846 49.1 7.7

建機事業部門 　

　建設用機材 1,984,912 24.4 2,359,168 26.2 18.9

　建設用機材ﾘｰｽ 1,021,591 12.6 1,080,727 12.0 5.8

小計 3,006,504 37.0 3,439,895 38.2 14.4

物流事業部門 　

　物流機器 1,018,562 12.5 1,138,115 12.7 11.7

小計 1,018,562 12.5 1,138,115 12.7 11.7

合計 8,126,450 100.0 8,995,857 100.0 10.7

前事業年度 当事業年度

増減比率(%)
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（２）役員の異動（平成 27 年 6 月 26 日付） 

１. 代表者の異動

該当事項はありません。 

２. その他の役員の異動

① 新任取締役候補

取締役 加藤 興平（現 当社社外監査役、弁護士）

※加藤興平氏は、現在当社の社外監査役であり、同日の定時株主総会において選任され

ることを条件に、本総会終結の時をもって辞任により退任する予定です。なお、同氏

は、会社法第 2条第 15 号に定める社外取締役の候補者であります。また、同氏は東京

証券取引所が定める独立役員の要件を満たしており、引続き独立役員として同取引所

に届け出る予定であります。 

② 新任監査役候補

監査役 清家 千春（現 税理士）

※清家千春氏は、会社法第 2条第 16 号に定める社外監査役の候補者であります。

③ 退任予定取締役

番場 英和（現 常務取締役） 

④ 退任予定監査役

加藤 興平（現 社外監査役） 

以上 
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